
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
下記の一般式（Ｉ）：
【化１】
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1は水素原子、水酸基、又はアルコキシ基を示し；Ｒ 2は水酸基、

アルコキシ基を示し；Ｒ 3は水素原子、
アルキル基を示し；Ｙは

－ＣＨ＝ＣＨ－又は－ＣＨ 2－を示し；ｎは０又は１を示し；Ａｒは

ヘテロアリール基を示す）で表される化合物又はその塩、
ただし以下の場合を除く：
Ｒ 1が水素原子、Ｒ 2がエトキシ基又はｎ -プロピル基、Ｒ 3が水素原子、Ｙが－ＣＨ 2－、

10

20

JP 4029960 B2 2008.1.9

無置換アルコ
キシ基、又はアルコキシカルボニル基、カルボキシル基、もしくは水酸基を置換基として
有する 無置換アルキル基、又はアルコキシカルボ
ニル基、カルボキシル基、もしくは水酸基を置換基として有する

無置換アリール基、
又は水酸基、アルコキシ基、もしくはハロゲン原子を置換基として有するアリール基を示
すか、又は、Ａｒは無置換ヘテロアリール基、又は水酸基、アルコキシ基、もしくはハロ
ゲン原子を置換基として有する



ｎが０、かつＡｒが４－ピリジル基である場合；
Ｒ 1が水素原子、Ｒ 2が水酸基、Ｒ 3が水素原子、Ｙが－ＣＨ 2－、ｎが１、かつＡｒが３－
ヒドロキシ－４－メトキシフェニル基である場合；
Ｒ 1が水素原子、Ｒ 2が水酸基又はメトキシ基、Ｒ 3がメチル基、Ｙが－ＣＨ＝ＣＨ－、ｎ
が１、かつＡｒがナフチル基である場合；
Ｒ 1及びＲ 2がそれぞれ水酸基又はＲ 1及びＲ 2がそれぞれメトキシ基、Ｒ 3がメチル基、Ｙ
が－ＣＨ 2－、ｎが１、かつＡｒがフェニル基である場合；ならびに
Ｒ 1が水素原子、Ｒ 2がメトキシ基、Ｒ 3が水素原子、Ｙが－ＣＨ＝ＣＨ－、ｎが１、かつ
Ａｒがフェニル基である場合。
【請求項２】
下記の一般式（Ｉ）：
【化２】
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1は水素原子、水酸基、又はアルコキシ基を示し；Ｒ 2は水酸基、

アルコキシ基を示し；Ｒ 3は水素原子、
アルキル基を示し；Ｙは

－ＣＨ＝ＣＨ－又は－ＣＨ 2－を示し；ｎは０又は１を示し；Ａｒは

ヘテロアリール基を示す）で表される化合物又はその塩を
有効成分として含むアブシジン酸生合成阻害剤。
【請求項３】
 請求項２に記載の一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を有効成分として含むエポ
キシカロテノイド・ジオキシゲナーゼ阻害剤。
【請求項４】
 請求項２に記載の一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を有効成分として含む植物
生長調節剤。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明はアブシジン酸生合成阻害作用を有する化合物又はその塩、及び該化合物又はその
塩を有効成分として含むアブシジン酸生合成阻害剤又は植物生長調節剤に関する。
【０００２】
【従来の技術】
アブシジン酸は植物の多様な環境ストレス応答に関連した植物ホルモンである。例えば、
植物が乾燥ストレスにさらされると速やかにアブシジン酸が蓄積され、その後、気孔の閉
鎖やストレス関連遺伝子である rab18, kin1や rd29Bなどの発現が促進される。植物におけ
るアブシジン酸生合成は、炭素原子 40個からなる化合物であるカロテノイドを経由し、こ
の分解によって生じる炭素数 15個のザントキシン (xanthoxin)を前駆体として 3’の水酸基
の酸化、エポキシの開裂に伴う二重結合の異性化、そしてアルデヒドのカルボン酸への酸
化を経てアブシジン酸を生成する経路が主要な経路である。特にエポキシカロテノイドの
ジオキシゲナーゼ [nine-cis-epoxycarotenoid dioxygenase (NCED)]によるザントキシン
への開裂反応は、アブシジン酸生合成の制御反応と考えられている。
【０００３】
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無置換アルコ
キシ基、又はアルコキシカルボニル基、カルボキシル基、もしくは水酸基を置換基として
有する 無置換アルキル基、又はアルコキシカルボ
ニル基、カルボキシル基、もしくは水酸基を置換基として有する

無置換アリール基、
又は水酸基、アルコキシ基、もしくはハロゲン原子を置換基として有するアリール基を示
すか、又は、Ａｒは無置換ヘテロアリール基、又は水酸基、アルコキシ基、もしくはハロ
ゲン原子を置換基として有する



植物生長に必須な植物ホルモンであるアブシジン酸の生理機能を解明するために、これま
ではアブシジン酸を植物に直接処理する方法やアブシジン酸の生合成遺伝子が破壊された
変異体を用いて、現れてきた生理現象を解析する方法が用いられてきた。しかし植物体中
に既に存在しているアブシジン酸を処理しても、実際に内生アブシジン酸が行っている生
理作用をあきらかにすることは難しい。一方、変異体を用いた方法はアブシジン酸欠損状
態にあり野生株との生理現象や形態を比較することによりアブシジン酸の機能を調べるう
えで有用であるが、多様な植物に応用できないことや任意の生長時期にアブシジン酸欠損
状態にできないという弱点を有している。
【０００４】
このような既存の方法の欠点を補う方法としてアブシジン酸生合成阻害剤の利用が挙げら
れる。既にアブシジン酸欠損状態の植物を任意に得るためには生合成中間体であるカロテ
ノイドの生合成を阻害する薬剤が用いられているが、それら薬剤は強力な白化作用を有す
るために副作用が現れない状態でアブシジン酸欠損状態を研究するためには不適当であっ
た。このような状況下において、特異的アブシジン酸生合成阻害剤を提供することができ
れば多様な植物を容易にアブシジン酸欠損状態とすることが可能になり、アブシジン酸の
機能解析研究の進展を図ることができる。またアブシジン酸生合成阻害剤は植物生長調節
剤として、植物の多様な生長過程に対して効果的な薬剤として利用できる。なお、パーオ
キシダーゼ阻害剤として知られる NDGA〔 4,4'-(2,3-ジメチル -1,4-ブタンジイル )ビス -1,2
-ベンゼンジオール〕がアブシジン酸生合成阻害活性を有することが、気孔閉鎖活性の阻
害試験とその際の内生量分析の結果に基づき報告されている (Plant Physiology (1992) 9
9,1258-1260)。
【０００５】
【発明が解決しようとする課題及び課題を解決するための手段】
本発明の課題はアブシジン酸生合成阻害作用を有する化合物を提供することにある。本発
明者らは上記の課題を解決すべく鋭意研究を行った結果、下記の一般式（Ｉ）で表される
化合物又はその塩がアブシジン酸生合成阻害作用を有しており、植物生長調節剤として有
用であることを見出し、本発明を完成した。
【０００６】
すなわち、本発明は、下記の一般式（Ｉ）：
【化２】
　
　
　
　
　
　
　
（式中、Ｒ 1は水素原子、水酸基、又はアルコキシ基を示し；Ｒ 2は水酸基、置換基を有し
ていてもよいアルコキシ基を示し；Ｒ 3は水素原子又は置換基を有していてもよいアルキ
ル基を示し；Ｙは－ＣＨ＝ＣＨ－又は－ＣＨ 2－を示し；ｎは０又は１を示し；Ａｒは置
換基を有していてもよいアリール基又は置換基を有していてもよいヘテロアリール基を示
す）で表される化合物又はその塩を提供するものである。
【０００７】
別の観点からは、上記一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を有効成分として含むア
ブシジン酸生合成阻害剤；上記一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を有効成分とし
て含むエポキシカロテノイド・ジオキシゲナーゼ阻害剤；上記一般式（Ｉ）で表される化
合物又はその塩を有効成分として含む植物生長調節剤；及び上記阻害剤又は上記調節剤の
製造のための上記一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩の使用が本発明により提供さ
れる。
【０００８】
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さらに本発明により、植物生体内においてアブシジン酸生合成を阻害する方法であって、
上記一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を植物に適用する工程を含む方法；植物生
体内においてエポキシカロテノイド・ジオキシゲナーゼを阻害する方法であって、上記一
般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を植物に適用する工程を含む方法；及び植物の生
長を調節する方法であって、上記一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩を植物に適用
する工程を含む方法が提供される。
【０００９】
【発明の実施の形態】
Ｒ 1が示すアルコキシ基としては、例えば炭素数１～６個程度の直鎖状又は分枝鎖状のア
ルコキシ基を用いることができる。好ましくはメトキシ基、エトキシ基、ｎ－プロポキシ
基などのアルコキシ基を用いることができ、さらに好ましくはメトキシ基を用いることが
できる。Ｒ 1としては水素原子又はメトキシ基が好ましい。Ｒ 2が示すアルコキシ基につい
ても同様であり、好ましくはメトキシ基を用いることができる。Ｒ 2が示すアルコキシ基
が置換基を有する場合には、置換基の種類、個数、及び置換位置は特に限定されないが、
例えばアルコキシカルボニル基、カルボキシル基、水酸基など酸素原子を含む置換基が好
ましい。Ｒ 2が示す置換アルコキシ基としては、例えば、アルコキシカルボニル置換アル
コキシ基が好ましく、より好ましくはメトキシカルボニル置換メトキシ基を用いることが
できる。Ｒ 2としては水酸基、メトキシ基、又はメトキシカルボニルメトキシ基が好まし
い。
【００１０】
Ｒ 3が示すアルキル基としては、例えば炭素数１～６程度の直鎖状又は分枝鎖状のアルキ
ル基を用いることができる。好ましくはメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基などのアル
キル基を用いることができ、さらに好ましくはメチル基を用いることができる。Ｒ 3が示
すアルキル基が置換基を有する場合には、置換基の種類、個数、及び置換位置は特に限定
されないが、例えばアルコキシカルボニル基、カルボキシル基、水酸基など酸素原子を含
む置換基が好ましい。Ｒ 3としては水素原子、メチル基、又はメトキシカルボニルメチル
基が好ましい。
【００１１】
Ａｒが示すアリール基としては、例えばフェニル基又はナフチル基などを挙げることがで
き、好ましくはフェニル基を用いることができる。Ａｒが示すヘテロアリール基としては
、例えば、窒素原子、酸素原子、及びイオウ原子からなる群から選ばれる１又は２以上の
ヘテロ原子を環構成原子として含む５ないし１０員のヘテロアリール基を用いることがで
きる。より好ましくは窒素原子又は酸素原子を環構成原子として１個又は２個含む５又は
６員のヘテロアリール基を用いることができ、さらに好ましくは窒素原子又は酸素原子を
環構成原子として１個含む５又は６員のヘテロアリール基を用いることができる。より具
体的には、ヘテロアリール基としてピリジル基又はフリル基などが好適である。Ａｒが示
すアリール基又はヘテロアリール基が置換基を有する場合には、置換基の種類、個数、及
び置換位置は特に限定されないが、例えば水酸基、アルコキシ基（メトキシ基など）、ハ
ロゲン原子（フッ素原子、塩素原子、又は臭素原子など）を１個又は２個程度有すること
が好ましい。好ましい置換基は、水酸基、メトキシ基、又はフッ素原子である。Ａｒがフ
ェニル基である場合には３位及び／又は４位に置換基を有することが好ましい。
【００１２】
一般式（Ｉ）で表される化合物は置換基の種類に応じて１個または２個以上の不斉炭素を
有している場合がある。従って、１個または２個以上の不斉炭素に基づく光学的に純粋な
形態の任意の光学異性体、光学異性体の任意の混合物、ラセミ体、純粋な形態のジアステ
レオ異性体、ジアステレオ異性体の混合物などはいずれも本発明の範囲に包含される。ま
た、一般式（Ｉ）で表される化合物はナトリウム塩、カリウム塩などの塩基付加塩、又は
塩酸塩、硫酸塩、パラトルエンスルホン酸塩などの酸付加塩として存在する場合があるが
、これらの任意の塩も本発明の範囲に包含される。遊離形態の化合物又は塩の形態の化合
物は水和物や溶媒和物として存在する場合もあるが、これらの物質も本発明の範囲に包含
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されることはいうまでもない。
【００１３】
一般式（Ｉ）に包含される化合物の好ましい例を以下に挙げるが、本発明の範囲は下記の
化合物に限定されることはない。
【００１４】
【化３】
　
　
　
　
　
　
　
【００１５】
【表１】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００１６】
上記一般式（Ｉ）で表される化合物は、例えば、対応するアミン化合物とアルデヒドとを
縮合させてイミンを合成し、合成したイミンを適当な還元剤で還元することにより容易に
製造することができる。その具体例を本明細書の実施例に示した。縮合は無溶媒で行うこ
ともできるが、適当な溶媒と酸性触媒とを適宜組み合わせることによって好適に行うこと
ができる。また還元剤としてはホウ素化水素ナトリウムを用いることができるが、これに
限定されるものではない。さらに還元により生じたアミンは、水素化ナトリウムのような
強い塩基の存在下適当なハロゲン化アルキルなどと反応させることによりアルキル化など
の修飾を施すことができる。上記の製造方法に従う製造例を本明細書の実施例に具体的に
示したので、当業者は上記の一般的説明及び実施例の具体的説明を参照しつつ、出発原料
、反応試薬、反応条件などを適宜選択し、さらに必要に応じて上記方法に適宜の修飾ない
し改変を加えることにより、一般式（Ｉ）に包含される化合物をいずれも製造することが
可能である。
【００１７】
上記一般式（Ｉ）で表される化合物又はその塩はアブシジン酸の生合成を阻害する作用を
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有しており、例えば植物生長調節剤の有効成分として有用である。また、本発明の化合物
又はその塩は、エポキシカロテノイド・ジオキシゲナーゼの特異的阻害剤として用いるこ
とができる。上記一般式（Ｉ）で表される本発明の化合物を植物生長調節剤として植物に
適用することにより、植物生長、発根、及び発芽などを促進させることができる。本明細
書において用いられる「植物生長調節」という用語は、例えば、植物の伸長調節、花粉生
長調節、花の鮮度保持、熱、乾燥、寒さ、病害などのストレスに対する植物の抗ストレス
性増強、生殖制御による雑草防除、植物の老化抑制、根の肥大化などを含めて、最も広義
に解釈する必要がある。本発明の化合物又はその塩は、例えばアブシジン酸の生合成経路
や機能解明のための研究において生化学試薬として用いることも可能である。
【００１８】
本発明により提供されるアブシジン酸生合成阻害剤、エポキシカロテノイド・ジオキシゲ
ナーゼの特異的阻害剤、及び植物生長調節剤は、例えば、当業界で周知の製剤用添加物を
用いて、農薬用組成物として調製することができる。農薬用組成物の形態は特に限定され
ず、当業界で利用可能な形態であればいかなる形態を採用してもよい。例えば、乳剤、液
剤、油剤、水溶剤、水和剤、フロアブル、粉剤、微粒剤、粒剤、エアゾール、くん蒸剤、
又はペースト剤などの形態の組成物を用いることができる。農薬用組成物の製造方法も特
に限定されず、当業者に利用可能な方法を適宜採用することができる。本発明の阻害剤の
有効成分としては、上記一般式（Ｉ）で表される化合物またはそれらの塩の２種以上を組
み合わせて用いてもよい。また、殺虫剤、殺菌剤、殺虫殺菌剤、除草剤などの他の農薬の
有効成分を配合してもよい。本発明の阻害剤の適用方法及び適用量は、適用目的、剤型、
適用場所などの条件に応じて当業者が適宜選択可能である。至適な作用を得るための濃度
は以下の実施例を参照することにより当業者が適宜決定できる。
【００１９】
【実施例】
以下、実施例により本発明をさらに具体的に説明するが、本発明の範囲は下記の実施例に
限定されることはない。
【００２０】
例１：化合物ＳＹ１０９〔４－［２－（２－ヒドロキシ－ベンジルアミノ）－エチル］－
フェノール〕
(a)化合物ＳＹ１０８〔４－｛２－ [（２－ヒドロキシ－ベンジリデン）－アミノ ]－エチ
ル｝－フェノール〕の合成
4-ヒドロキシフェネチルアミン（ 1.37 g, 10 mmol）と 2-ヒドロキシベンジルアミン (1.22
 g, 10 mmol)をトルエン中で過熱還流を行い反応させた。反応終了後、溶媒を減圧下留去
し、シリカゲルカラムクロマトグラフィー（ヘキサン :酢酸エチル）で生成し、目的のイ
ミンを得た。収量 2.15 g。
1 H-NMR (MeOH-d6 )　δ  7.25 (1H, s), 7.36-7.23 (2H, m), 7.06 (2H, d), 6.85 (2H, m)
, 6.72 (2H, d), 4.90 (2H, br s), 3.82 (2H, t), 2.92 (2H, t)
【００２１】
(b)化合物ＳＹ１０９の合成
化合物 SY108 (1.2 g, 5 mmol)を 20mlのエタノールに溶かし、撹拌しながら水素化ホウ素
ナトリウムを過剰量加え、反応の進行を薄層クロマトグラフィーでモニターした。原料が
消失した時点で反応を止め、反応液に水 50 mlを加えてエタノールを減圧化留去し、水層
を酢酸エチルで３回抽出後、乾燥濃縮してシリカゲルカラムクロマトグラフィー（クロロ
ホルム：酢酸エチル）で精製して目的物を得た。収量 0.8 g。
1 H-NMR (CDCl3 +Acetone-d6 ) δ  7.08 (1H, t), 6.97 (2H, d), 6.91 (2H, d), 6.74 (2H,
 d), 6.76-6.67 (2H, m), 3.91 (2H, s), 2.87 (2H, t), 2.72 (2H, t)
【００２２】
例２：化合物ＳＹ９４〔｛（３，４－ジメトキシ－ベンジル）－［２－（４－メトキシカ
ルボニルメトキシ－フェニル）－エチル］－アミノ｝－酢酸・メチルエステル〕
(a)化合物ＳＹ７３〔４－｛２－ [（３，４－ジメトキシ－ベンジリデン）－アミノ ]－エ
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チル｝－フェノール〕
例１ (a)と同様にして化合物 SY73を得た。
1 H-NMR (Acetone-d6 ) δ  8.14 (1H, s), 7.46 (1H, s), 7.19 (1H, d), 7.09 (2H, d), 6
.99 (1H, d), 6.77 (2H, d), 3.86 (3H, s), 3.85 (3H, s), 3.74 (2H, t), 2.87 (2H, t
)
【００２３】
(b)化合物ＳＹ８８〔４－［２－（３，４－ジメトキシ－ベンジルアミノ）－エチル］－
フェノール〕の合成
例１ (b)と同様にして化合物 SY88を得た。
1 H-NMR (CDCl3 +Acetone-d6 )　δ  6.98 (2H, d), 6.73 (1H, s), 6.67-6.63 (4H, m), 3.7
3 (3H, s), 3.72 (3H, s), 3.61 (2H, s), 2.75-2.70 (2H, m), 2.64-2.60 (2H, m)
【００２４】
(c)化合物ＳＹ９４の合成
化合物 SY88（ 287 mg, 1 mmol）を乾燥した 3 mlのジメチルホルムアミドに溶解し、 1.3当
量の水素化ナトリウムを加えて 10分撹拌した後、 1.3当量の臭素化酢酸メチルを加え、室
温で４時間反応させた。反応終了後、反応液を 20 mlの水に注ぎ、酢酸エチルで３回抽出
後、乾燥濃縮して、シリカゲルカラム（ヘキサン :酢酸エチル）で生成し、目的の化合物
を得た。収量 125 mg。
1 H-NMR (CDCl3 )　δ  7.08 (2H, d), 6.87 (1H, s), 6.78 (2H, d), 6.76 (2H, m), 4.59 
(2H, s), 3.85 (3H, s), 3.83 (3H, s), 3.78 (3H, s), 3.75 (2H, s), 3.67 (3H, s), 3
.35 (2H, s), 2.80-2.85 (2H, m), 2.76-2.71 (2H, m)
【００２５】
例３
例１及び例２と同様にして下記の中間体化合物及び本発明の化合物を製造した。
化合物ＳＹ７２〔４－｛［２－（４－ヒドロキシ－フェニル）－エチルイミノ］－メチル
｝－ベンゼン－１，２－ジオール〕
1 H-NMR (Acetone-d6 +DMSO-d6 ) δ　 8.03 (1H, s), 7.31 (1H, s), 7.06 (2H, d), 6.90 (
1H, d), 6.80 (1H, d), 6.72 (2H, d), 3.68 (2H, t), 3.15 (3H, br s), 2.82 (2H, t)
化合物ＳＹ７６〔３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－プロプ－２－エン－１－オー
ル〕
1 H-NMR (Acetone-d6 )　δ  7.08 (1H, s), 7.07-6.87 (2H, m), 6.54 (1H, d), 6.29 (1H,
 td), 4.23 (2H, d), 3.84 (3H, s), 3.80 (3H, s), 3.05(1H, br s)
化合物ＳＹ７８〔３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－プロペナール〕
1 H-NMR (CDCl3 ) δ　 7.44 (1H, d), 7.17 (1H, d), 7.09 (1H, s), 6.93 (1H, d), 6.63 
(1H, dd), 3.96 (3H, s), 3.95 (3H, s), 9.68 (1H, d)
【００２６】
化合物ＳＹ８３〔 [３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－アリリデン ]－（４－メトキ
シ－フェニル）－アミン〕
1 H-NMR (Acetone-d6 )　δ  8.37 (1H, s), 7.33 (1H, s), 7.32-7.15 (4H, m), 7.05-6.94
 (4H, m), 3.93 (3H, s), 3.87 (3H, s), 3.83 (3H, s)
化合物ＳＹ９３〔 [３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－アリリデン ]－（４－フルオ
ロ－ベンジル）－アミン〕
1 H-NMR (Acetone-d6 ) δ  8.19 (1H, d), 7.42-7.26 (3H, m), 7.15-6.83 (6H, m), 4.67 
(2H, s), 3.89 (3H, s), 3.85 (3H, m)
化合物ＳＹ１０４〔４－｛２－［（ピリジン－４－イルメチレン）－アミノ］－エチル｝
－フェノール〕
1 H-NMR (Acetone-d6 ) δ  8.68 (2H, d), 8.26 (1H, s), 7.67 (2H, d), 7.09 (2H, d), 6
.76 (2H, d), 3.86 (2H, t), 2.94 (1H, br s), 2.91 (2H, t)
化合物ＳＹ１０５〔４－｛２－［（フラン－３－イルメチレン）－アミノ］－エチル｝－
フェノール〕
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1 H-NMR (Acetone-d6 )　δ  8.19 (1H, s), 7.91 (1H, s), 7.59 (1H, s), 7.06 (2H, d), 
6.81 (1H, s), 6.75 (2H, d), 3.71 (2H, t), 2.89 (1H, br s), 2.843 (2H, t)
【００２７】
化合物ＳＹ８７〔［３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－アリル］－（４－メトキシ
－フェニル）－アミン〕
1 H-NMR (MeOH-d6 )　δ  7.44 (2H, d), 7.14-6.94 (5H, m), 6.78 (1H, d), 6.19 (1H, td
), 4.89 (1H, br s), 4.14 (2H, d), 3.87 (9H, s)
化合物ＳＹ９０〔４－｛［２－（４－ヒドロキシ－フェニル）－エチルアミノ］－メチル
｝－ベンゼン－１，２－ジオール〕
1 H-NMR (MeOH-d6 )　δ  7.09 (2H, d), 7.01 (1H, s), 6.87 (2H, m), 6.79 (2H, d), 4.9
5 (4H, br s), 4.06 (2H, s), 3.17 (2H, m), 2.81 (2H, m)
化合物ＳＹ９５〔［３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－アリル］－（４－フルオロ
－ベンジル）－アミン〕
1 H-NMR (MeOH-d6 )　δ  7.58 (2H, m), 7.27-7.05 (4H, m), 6.97 (1H, d), 6.84 (1H,d),
 6.20 (1H, td), 4.89 (1H, br s), 4.26 (2H, s), 3.88 (3H, s), 3.87 (3H, s), 3.84 
(2H, d)
【００２８】
化合物ＳＹ９６〔（３，４－ジメトキシ－ベンジル）－［２－（４－メトキシ－フェニル
）－エチル］－メチル－アミン〕
1 H-NMR (CDCl3 ) δ  7.12 (2H, d), 7.86 (2H,d), 6.86 (3H, m), 3.89 (3H, s), 3.87 (3
H, m), 3.80 (3H, s), 3.51 (2H, s), 2.82-2.77 (2H, m), 2.65-2.60 (2H, m), 2.30 (3
H, s)
化合物ＳＹ９７〔［［３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－アリル］－（４－フルオ
ロ－ベンジル）－アミノ］－酢酸・メチルエステル〕
1 H-NMR (CDCl3 ) δ  7.34 (2H, m), 7.03-6.87 (4H, m), 6.79 (1H, d), 6.47 (1H, d), 6
.22-6.12 (1H, td), 3.89 (3H, s), 3.86 (3H, s), 3.77 (2H, s), 3.66 (3H, s), 3.38 
(2H, d), 3.34 (2H, s)
化合物ＳＹ９９〔［３－（３，４－ジメトキシ－フェニル）－アリル］－（４－フルオロ
－ベンジル）－メチル－アミン〕
1 H-NMR (CDCl3 )　δ  7.31 (2H, m), 7.05-6.97 (4H, m), 6.82 (1H, d), 6.48 (1H, d), 
6.22-6.12 (1H, td), 3.90 (3H, s), 3.88 (3H, s), 3.52 (2H, s), 3.17 (2H, d), 2.23
 (3H, s)
【００２９】
化合物ＳＹ１０６〔４－｛２－［（ピリジン－４－イルメチル）－２－アミノ］－エチル
｝－フェノール〕
1 H-NMR(Acetone-d6 ) δ  8.47 (2H, d), 7.33 (2H, d), 7.05 (2H, d), 6.75 (2H, d), 3.
83 (2H, s), 2.88 (2H, br s), 2.82-2.77 (2H, m), 2.74-2.69 (2H, m)
化合物ＳＹ１０７〔４－｛２－［（フラン－３－イルメチル）－アミノ］－エチル｝－フ
ェノール〕
1 H-NMR (Acetone-d6 ) δ  7.45 (2H, d), 7.05 (2H, d), 6.75 (2H, d), 6.42(1H, s), 3.
63 (2H, s), 2.90 (2H, br s), 2.81-2.76 (2H, m), 2.72-2.61 (2H, m)
【００３０】
試験例１
エポキシカロテノイド・ジオキシゲナーゼに対する阻害作用を検討した。試験は The Plan
t Journal (2001) 27(4), 325-333に記載された方法に従って行った。その結果、 NDGA〔 4
,4'-(2,3-ジメチル -1,4-ブタンジイル )ビス -1,2-ベンゼンジオール〕はネオキサンチンの
NCEDによる開裂反応を 100μＭの濃度で完全に阻害することが明らかとなった。従って、
この化合物は NCEDを阻害することによりアブシジン酸生合成阻害活性を示すものと結論さ
れた。
【００３１】
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試験例２
上記の化合物を用いて気孔閉鎖阻害試験を行った。この試験は気孔が開いた状態で化合物
を処理し、高濃度のマンノース溶液に移して閉じる状態にした時の気孔閉鎖を調べるもの
である。気孔の閉鎖はマンノース濃度の変化を関知した植物が体内で生合成したアブシジ
ン酸の効果によるものである。試験は Plant Physiology (1992) 99,1258-1260の文献の方
法に従い、ホウレンソウを材料にして行った。
【００３２】
その結果、化合物 SY109, 87, 94, 99, 96, 97, 95に強い気孔閉鎖阻害活性が認められた
。これらの化合物で処理した植物では、アブシジン酸の添加により気孔が閉鎖したが、一
方、 NDGAで処理した植物ではアブシジン酸を添加しても気孔は閉鎖しなかった。このこと
は NDGAがアブシジン酸生合成以外の部位に悪影響を与えて毒性を示したことによるものと
予想される。以上の結果から、本発明の化合物は NDGAよりも特異的なアブシジン酸生合成
阻害剤であると結論できた。
【００３３】
試験例３
本発明の化合物の NCED阻害活性を調べた。その結果、 SY109, 87, 94, 99, 96, 97, 95の
化合物はいずれも 100μＭの濃度で 30%～ 100%の NCED阻害活性を示すことが明らかとなった
。
【００３４】
試験例４
本発明化合物を植物体に適用した。 25℃で生育させた播種後 6日目のマングビーンの胚軸
をかみそりで水中で切り、所定の濃度にした化合物の溶液に胚軸部分を 2cm浸漬し、浸漬 6
日後に根の長さを測定した。下記の結果は、一本当たりの平均の長さで示した。
【００３５】
【表２】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３６】
試験例
発芽率が極端に悪くなったオオムギの種子の発芽率を化合物を処理した場合としない場合
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で比較した。試験は 15cmシャーレにろ紙を 2枚しき、所定の濃度にした被験液を 10 ml加え
、そこに種子を 100個並べ 25℃の明所下で培養した。１週間後に発芽した種子の割合を算
出した。
【００３７】
【表３】
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
【００３８】
【発明の効果】
本発明の化合物はアブシジン酸生合成阻害作用を有しており、植物の生長、発根、及び発
芽の促進などのための植物生長調節剤として有用である。
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